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博  士  論  文  要  旨  
 
Ⅰ．はじめに  
わが国の母子保健は、戦後の混乱期を経て経済成長の時代を迎え著しく発展し、
周産期死亡率、乳幼児死亡率、妊産婦死亡率の減少は世界最高水準となった。こ
のように少死化を実現した歩みは目覚ましいが、他方では、進展した少子化は歯
止めがかけられていない。女性の高学歴化に伴う就職者の増加で仕事と独身の自
由を選択する女性が増え、晩婚化による出生数の減少が、少子化の原因に取り上
げられている。  
しかし、第 8 回「 21 世紀成年者縦断調査」の結果をみると、初めて職に就いた
時の雇用形態が非正規であったり、年収が低いものは、結婚した経験の割合が低
い傾向にあり、男女ともに結婚しにくい社会になっている。すなわち、一概に女
性の社会進出などが原因で晩婚化などが、出生数の減少の原因とはいえない状況
である。さらに、この調査では、「家族の結びつきが深まる」「子どもとのふれあ
いが楽しい」などの積極的子ども観、「子育てによる心身の疲れが大きい」「子育
て、教育の出費がかさむ」などの消極的子ども観についてまとめている。結婚経
験のある男性は、消極的子ども観、積極的子ども観ともに増加しているが、独身
男性は、積極的子ども観が減少している状況にある。結婚経験と出産経験ある女
性は、消極的子ども観が増加している反面、独身女性と結婚経験はあるが出産経
験がない女性は、積極的子ども観が増加し消極的子ども観が減少している。初め
て出産する女性は積極的な子ども観を持って妊娠しても、高齢であれば妊娠期の
合併症や胎児奇形について心配したり、少子化により子どもの大切さを煽る社会
の風潮から健康な子を産まなくてはという使命感による出産への重圧を感じるこ
とも考えられる。そんな妊娠期に、抑うつと喜びの両者を感じるものがいると考
えられる。また、国は子育て支援と少子化対策を連動させた施策によって、子ど
もを生み育てる環境を整えようとしているが、出産後の保育先が見つからない女
性は少なくはない。この現状は、働いている女性の出産の時期、出産回数とは理
想とはかけ離れており、期待感による重圧と同様に妊娠期、産褥期の抑うつ状態
を引き起こす可能性が高いと考えられる。  
そこで、妊娠中の抑うつ状態の変化やその程度に関して一定の同集団を妊娠初
期、中期、末期、産後 1 カ月の間の経時的実態調査し、妊娠期のどの時期に抑う
つ状態を発見し、対応するかという具体的な方法が明確することが、「切れ目のな
い妊産婦、乳幼児への保健指導」という 1 つの基盤と「妊娠期からの児童虐待防
止対策」という１つの重点課題に役立つと考える。  
 
Ⅱ．方法  
１．調査対象  
研究協力の承諾を文書で取得した東京都内および神奈川県内の総合病院産婦人
科、産婦人科クリニック、助産院に通院する妊婦および産後 1 か月までの褥婦を
対象とした。  
対象の選択基準は、①同意取得時において年齢が 16 歳以上であること。②通院
期間に入院を必要とするような異常経過を有さないこと。③調査依頼時に胎児奇
形、発育不良が認められないこと。④本研究の参加にあたり十分な説明を受けた
後、十分な理解の上、妊婦本人の自由意志による文書同意が得られること。除外
基準は、①通院中に入院を必要とするような異常経過を有すること。②胎児奇形、
発育不良を認めること、として調査施設の医師、助産師からに来院する妊婦の紹
介を得て、研究担当者は、倫理委員会で承認の得られた承諾説明文書を施設長、
被験者に渡し文書および口頭による十分な説明を行い、研究協力の承諾を文書で
取得し対象の決定とした。  
２．調査内容  
妊娠 10 週から 12 週の妊婦に、研究の趣旨を説明した後同意書に署名してもら
い、各調査票の郵送時期を説明し、初期、中期 2 回の調査票を手渡した。末期、
産後の 2 回の調査票は、妊娠末期の最初の健診日を予測し、調査施設の外来で待
機し受診時除外基準がないかどうか診療記録から確認し手渡した。回収は、すべ
て郵送法とした。  
分娩予定日から 4 週間から 6 週間後に、妊娠期、分娩期、産褥期、産後 (生後 )1
か月の母子の診療情報を診療録から情報を得た。  
 
Ⅲ．結果  
調査に参加した対象者は、平均年齢 33.5±4.56 歳、助産院 31 名（ 13.3％）、産
婦人科クリニック 53 名（ 22.7％）、大学病院 149 名（ 63.9％）で各施設に通院し
ている合計 233 名から、今回の妊娠、分娩、産褥経過の記載されている診療録に
うつ病の既往歴の記載のない 222 名を対象とした。 4 回の調査に継続的に参加し
た 77 名の平均年齢 33.6±4.54 で 30 歳代が 66.2％を占め、 61.0％が有職者であ
る。年 33.4±4.54、 30 歳代 60.0%を占めており有職者は 20.0%と過去の出産経験
以外は調査全体の参加者とほぼ同様である。両方の集団とも妊娠各期および産後
の PDPI-R の平均点はカットオフポイントを超えたが、 EPDS の平均点は妊娠各期
および産後ともカットオフポイントを超えなかった。PDPI-R を従属変数として重
回帰分析を行った結果、初期は、初期に感じていた今回予定していなかった妊娠、
今回望んでいなかった妊娠、初期の EPDS が PDPI-R の得点を上昇させ、初期に感
じていた不安が得点を下降させている。末期は、末期に感じていた今回望んでい
なかった妊娠が得点を上昇させ、今回の妊娠に対する不安が得点を下降させてい
た。産後 1 ヵ月は、初期と末期に感じていた今回望んでいない妊娠と初期末期の
EPDS が得点を上昇させている。各期とも今回予定していなかった妊娠、今回望ん
でいなかった妊娠は相対リスクが高い。 4 回の調査に継続的に参加した結果にお
いても PDPI-R 得点の平均点はカットオフポイントを超え EPDS 得点の平均点はオ
フポイントを超えていない。重回帰分析の結果では初期の EPDS,今回望んでいな
かった妊娠が得点を上昇させている。中期では今回予定していなかった妊娠の相
対リスクが高く、末期、産後 1 ヵ月では経済状況の相対リスクが高くなっている。  
 
Ⅳ．考察  
各期の調査および 4 回の調査に継続的に参加した対象から得た結果も同様であ
ったが、継続調査の結果からは初期と産後１ヶ月の PDPI－ R と EPDS での  関連が
認められた。生理的変化も重なりあう身体的変化が妊娠初期、産後 1 か月には負
担となっており、日常役割機能も低下し抑うつ状態になりやすいことと一致する
が、それ以外の要因も考えられる。その中で、望まない妊娠は初期から抑うつ状
態に関与し、出産間近の末期に抑うつ状態増すという結果は、陣痛という痛みを
伴う出産の受け入れや母親になるという現実の受け入れが、ネガティブなイメー
ジにつながる可能性があることが示唆された。また、予定していない妊娠の場合、
妊娠の回数や人工妊娠中絶の回数により妊娠を継続する決断をしている可能性が
あることが確認できた。抑うつ状態を捉える関連要因としての初期の EPDS、望ん
でいなかった妊娠は、初期、産後 1 か月で共通要因にあがっている。特に、初期
の望まない妊娠は相対リスクが高く、出産や育児にビジョンが持てないことが反
映し、望まない妊娠が初期、末期に抑うつ状態となる要因と考えられる。また、
初期の予定していなかった妊娠も関連因子としてあがってくるが、中期、末期、
産後 1 か月にかけては、予定していなかった出費による経済的状態が反映し抑う
つ状態を高める推察できる。初期に妊娠を望んでいたか、予定していたかの確認
を継続的にスクリーニングすることは、抑うつ状態の早期発見につながると考え
られる。  
さらに、妊娠確定時の身体的変化、産後の身体的変化については、胎児の発育
が順調か、妊娠高血圧症候群移行へリスクはないかなどの視点だけでは、抑うつ
状態の発見が遅れる可能性がある。抑うつ状態の早期発見のためには、生活上の
負担になっているか否かの視点に立ち、 SF-36,PSQI の活用によって身体的健康、
全体的健康感、活力が下降していないかという確認が必要である。  
望んでいない、予定していない事実を早期に発見するために妊娠確定時に面接
をすることが望ましいが、妊娠の事実に戸惑いのある対象の場合は、次回健診時
に確認することを伝え準備することも必要である。確認する際は、個人面接で話
しやすい環境を確保することが重要である。前向きな受け入れができない対象に
は、家族、パートナーを含めた保健指導や公費負担内の健診で健康状態が保てる
よう保健指導を充実していけるようコーディネートすることが求められる。  
先行研究で安定した結果を得ている尺度を使用し、PDPI-R による抑うつ状態の
関連は明らかにできたが、 PDPI-R のカットオフポイン トについては課題に残る。 
さらに、抑うつ状態と不安の関連を得られたが、今回の縦断調査では、不安が
持つ防御反応だけではなく身体的精神的影響等を把握するには十分ではなく、不
安に関わる要因や抑うつ状態との明確なすみわけには至らなかった。  
今後、抑うつ状態と不安の関係性にも注目して調査を継続したい。  
 
 
審  査 結  果 の  要  旨 
 
申請者の学位請求論文に対して平成 27 年 2 月 20 日に３名の論文審査委員によ
る審査委員会が開かれ、審査と最終試験を実施した。  
本研究は、医療機関に通院する妊婦を対象に、妊娠初期、中期、後期および産
後の４時点を設定し、出産後うつ状態予測尺度（ PDPI-R）と産後うつ病自己評価
票（ EDPS）を軸に、SF-36、ピッツバーグ睡眠質問票（ PSQR）および国際標準化身
体活動質問票（ IPAQ）を用い、妊娠期女性の抑うつの時系列的変化と要因を検討
することを目的としたものである。  
申請者が論文内容の要旨で指摘するように、 わが国の母子保健活動は少死化を
短期間に実現したが、一方で急速に進展した少子化を背景に、その活動の展開に
新たな課題を抱えている現状がある。妊娠・出産・子育てを取り巻く環境が社会
の変容に伴い大きく変化し、適切な支援体制づくりは母子保健・看護分野におけ
る重要な課題であり、産後うつリスクが妊娠中に把握できると母子保健活動に大
きく寄与する。わが国では EDPS の日本語版が開発されてから、育児不安や産後う
つ等のある母親を早期に発見し、助言・支援・家族調整等の支援を目的 とした行
政における母子保健施策にも活用され、EDPS による出産前後の集団比較、リスク
集団の縦断研究などと報告は多い。他方の PDPI-R は、早期にメンタルヘルス支援
を意図したもので、医療者と話し合いながら自己を振り返ることに利点があり、
海外では有効性を示す研究があるが、わが国では研究の蓄積が極めて少ない。本
研究は継続的に同一集団を対象に妊娠期のどの段階が有効であるかを両者で追跡
し比較したもので、その着目点は新規性のある研究と考える。  
審査委員で一致した総括的評価においては、産後うつを測定する二つの尺度の
変動の関連を捉え、抑うつの増強因子と軽減因子を明らかにする試みとして、各
期におけるそれぞれの集団および４期を連続した集団の 2 側面から比較検討を重
ね、成果として妊娠初期と産後での関連における課題を明確にした点について、
本研究の意義を十分に認定した。  
つぎに、論文審査において主に討議されたことがらをあげる。  
それぞれの尺度の意味するものとそれぞれの関連および結びつけるための要素
を明瞭にする過程と、分析方法で意図している目的と考察の関連が、論文の記述
において明確に提案されていない点が指摘された。研究段階で両者の有用性を比
較するのか、どの妊娠期のうつ状態が産後うつと関連が高いのかを探索するのか
の２点が、「抑うつの時系列的変化と要因」を追求することで混在化していること
に問題点の所在があることが議論となった。その議論と関連することであるが、
結果の意味するところが分かりにくく、考察にやや飛躍した意見が多々あり、論
文構成に工夫があると良いなどの点が審査員から指摘された。著者は助産師の専
門職として臨床・教育・研究活動の研鑽を積み重ねていることから、現象記述的
な部分での主張の記述が統計的指標の背景にまで及ぶ展開となることが指摘の要
因となるが、確率論的なそれとの調和を十分に取れる範囲での考察の必要性も審
査の中で討議された。いくつかの課題はあるが、長期にわたるデータ収集と多様
な統計手法に取り組み、妊娠期の抑うつ状態の発現に対して、関連因子を明確に
し、早期から支援に繋げようという試みは、審査において十分に審査委員に理解
ができ、本研究の成果を導入した観察研究を今後進めることの有用性もあわせて
期待できるものである。  
以上のことから審査委員会として本申請論文は看護学に貢献する意義ある研究
と評価し、論文審査と最終試験に合格と判定した。  
本論文は学位規定第 12 条に基づき博士（看護学）論文に値するものとして本学
看護学研究科委員会により学位の授与が認められた。  
